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認定第１号 

令和８年９月４日提出 

松山市長 野 志 克 仁   

 

令和７年度松山市一般・特別会計決算の認定について  

 地方自治法第２３３条第３項の規定により，令和７年度松山市一般・特別会計決算を別

冊のとおり認定に付する。 

 

提出書類 

１．令和７年度松山市一般・特別会計歳入歳出決算書  

２．令和７年度松山市一般・特別会計歳入歳出決算事項別明細書  

３．令和７年度松山市一般・特別会計実質収支に関する調書  

４．令和７年度松山市財産に関する調書  

５．令和７年度松山市一般・特別会計決算に係る主要な施策の成果説明書  

６．令和７年度松山市運用基金状況書  

７．令和７年度松山市各会計決算審査意見書  

  令和７年度松山市各基金運用状況審査意見書  

 

 （参 照） 

   地方自治法（抄） 

 （決 算） 

第２３３条 

３ 普通地方公共団体の長は，前項の規定により監査委員の審査に付した決算を監査委員

の意見を付けて次の通常予算を議する会議までに議会の認定に付さなければならない。  

５ 普通地方公共団体の長は，第３項の規定により決算を議会の認定に付するに当たつて

は，当該決算に係る会計年度における主要な施策の成果を説明する書類その他政令で定

める書類を併せて提出しなければならない。  

 （基 金） 

第２４１条 

５ 第１項の規定により特定の目的のために定額の資金を運用するための基金を設けた場
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吅においては，普通地方公共団体の長は，毎会計年度，その運用の状況を示す書類を作

成し，これを監査委員の審査に付し，その意見を付けて，第２３３条第５項の書類と併

せて議会に提出しなければならない。  

 

地方自治法施行令（抄） 

（決 算） 

第１６６条 

２ 地方自治法第２３３条第１項及び第５項に規定する政令で定める書類は，歳入歳出決

算事項別明細書，実質収支に関する調書及び財産に関する調書とする。  
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認定第２号   

令和８年９月４日提出   

松山市長 野 志 克 仁   

 

令和７年度松山市公営企業会計剰余金の処分及び決算の認定について  

地方公営企業法第３２条第２項の規定により，令和７年度松山市公営企業会計決算に伴

う剰余金を剰余金処分計算書（案）のとおり処分し，併せて同法第３０条第４項の規定に

より，令和７年度松山市公営企業会計決算を別冊のとおり認定に付する。 

 

提出書類 

１．令和７年度松山市水道事業会計・簡易水道事業会計・工業用水道事業会計・下水道事

業会計決算書 

２．令和７年度松山市公営企業会計決算審査意見書  

 

（参 照） 

地方公営企業法（抄）  

（決 算） 

第３０条 

４ 地方公共団体の長は，第２項の規定により監査委員の審査に付した決算を，監査委員

の意見を付けて，遅くとも当該事業年度終了後３月を経過した後において最初に招集さ

れる定例会である議会の認定に付さなければならない。  

（剰余金の処分等） 

第３２条 

２ 毎事業年度生じた利益の処分は，前項の規定による場合を除くほか，条例の定めると

ころにより，又は議会の議決を経て，行わなければならない。  
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  議案第９６号  

 

令和８年度松山市一般会計補正予算（第４号）  

 

  令和８年度松山市一般会計補正予算（第４号）は，次に定めるところによる。  

（歳入歳出予算の補正）  

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，８８７，７１２千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞ

れ２３８，９６０，７５５千円とする。  

２   歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１表歳入歳出  

予算補正」による。  

（継続費の補正）  

第２条   継続費の変更は，「第２表継続費補正」による。  

（債務負担行為の補正）  

第３条   債務負担行為の追加及び変更は，「第３表債務負担行為補正」による。  

（地方債の補正）  

第４条   地方債の追加及び変更は，「第４表地方債補正」による。  

 

                          令和８年９月４日提出  

 

                                                    松山市長     野     志     克     仁  
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第１表　歳入歳出予算補正 (松山市一般会計)

歳　入

 1 70,086,000 千円 1,026,000 千円 71,112,000 千円

 1 31,803,000 746,000 32,549,000

 2 31,180,000 280,000 31,460,000

13 686,533 42,363 728,896

 1 12,353 42,363 54,716

15 54,111,174 42,083 54,153,257

 1 46,217,598 8,004 46,225,602

 2 7,753,450 34,079 7,787,529

16 21,557,604 52,023 21,609,627

 2 5,878,001 52,023 5,930,024

20 900,000 308,533 1,208,533

 1 繰越金 900,000 308,533 1,208,533

21 7,265,362 110 7,265,472

 5 雑入 3,609,242 110 3,609,352

22 10,401,700 416,600 10,818,300市債

国庫負担金

国庫補助金

県支出金

県補助金

繰越金

諸収入

分担金及び負担金

分担金

国庫支出金

市税

市民税

固定資産税

款 項 補正前の額 補　正　額 計
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 1 10,401,700 416,600 10,818,300

237,073,043 1,887,712 238,960,755

 2 18,946,906 千円 26,557 千円 18,973,463 千円

 1 総務管理費 14,769,760 2,985 14,772,745

 2 徴税費 2,132,092 23,572 2,155,664

 3 123,479,978 27,454 123,507,432

 1 社会福祉費 56,577,283 27,454 56,604,737

 6 2,859,364 652,081 3,511,445

 1 農業費 1,166,684 65,282 1,231,966

 2 農業土木費 847,646 586,799 1,434,445

 7 7,930,624 90,000 8,020,624

 1 商工費 6,155,791 90,000 6,245,791

 8 23,622,677 905,120 24,527,797

 1 土木管理費 880,075 30,000 910,075

補　正　額

総務費

計款 項 補正前の額

土木費

歳　出

市債

　　　　　　　歳　　　　　入　　　　　  合　　　　　計

款 項 補正前の額 補　正　額 計

民生費

農林水産業費

商工費
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 2 道路橋梁費 2,795,456 千円 677,320 千円 3,472,776 千円

 3 河川費 904,441 183,700 1,088,141

 7 公園緑地費 1,120,011 14,100 1,134,111

13 0 186,500 186,500

 2 農林水産施設災害復旧費 0 174,000 174,000

 3 土木施設災害復旧費 0 12,500 12,500

237,073,043 1,887,712 238,960,755  合　　　　　計

災害復旧費

　　　　　　　歳　　　　　出　　　　　

款 項 補正前の額 補　正　額 計
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第２表　継続費補正（松山市一般会計）

１　変更

年　　度 年　　度

令和８年度 144,000 令和８年度 144,000

令和９年度 574,000 令和９年度 574,000

令和１０年度 5,235,000 令和１０年度 6,097,000

令和１１年度 6,786,000 令和１１年度 7,936,000

令和１２年度 6,223,000 令和１２年度 7,277,000

令和１３年度 773,000 令和１３年度 884,000

令和１４年度 165,000 令和１４年度 188,000

補　　　正　　　後

千円 千円

年　割　額年　割　額

千円

総　　　　額

19,900,000 23,100,000総務管理費
新 庁 舎 整 備
デザインビルド事業

千円

2

款 項 事　　業　　名
総　　　　額

補　　　正　　　前

総 務 費 1
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事 項 期 間 限 度 額

千円

令和８年度～令和１０年度 １１９，１００

松 山 し ご と 創 造 セ ン タ ー 運 営 委 託

浮 穴 学 校 給 食 共 同 調 理 場
給 食 業 務 委 託

１５３，０００

ふ る さ と 納 税 支 援 業 務 委 託

令和８年度～令和１１年度

第３表　債務負担行為補正（松山市一般会計）

１  追 加

コ ー ル セ ン タ ー 及 び 総 合 窓 口
セ ン タ ー 等 案 内 業 務 委 託

令和８年度～令和１１年度 ２０７，６００

令和８年度～令和１１年度 ６１５，９００

資 源 化 物 収 集 運 搬
及 び 選 別 保 管 委 託

令和８年度～令和１３年度 ４，６３６，５００

埋 立 ご み 収 集 運 搬 委 託 令和８年度～令和１３年度 １５０，５００

久 米 学 校 給 食 共 同 調 理 場
給 食 業 務 委 託

令和８年度～令和１０年度 １４３，３００
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千円 千円

期 間 限 度 額 期 間 限 度 額

城山公園及び公園内施設等の
管 理 に 係 る 指 定 管 理 委 託

令和４年度～令和９年度 令和４年度～令和９年度３６６，０００ ４０８，３００

２  変 更

事 項

補 正 前 補 正 後
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１  追 加

起  債  の  目  的 起債の方法 利率 償    還    の    方    法

千円

市 税 徴 収 事 業 30,000

第４表　地方債補正（松山市一般会計）

限     度     額

 
 １   借入先
      財務省，地方公共団体
　 金融機構その他

 ２   借入方法
      普通貸借又は証券発行の
   方法による。

 ３   借入時期
      令和８年度。ただし工事
    又は財政の都合により起債
    額の全部若しくは一部を翌
    年度に繰り越し借入れする
    ことができる。

年５％
       以内

（ただし，利
率見直し方
式で借り入
れる政府資
金及び地方
公共団体金
融機構資金
等につい
て，利率の
見直しを
行った後に
おいては，
当該見直し
後の利率。）

 
 1   償還期限
      ３０年以内（内据置５年以内）

 ２   償還額及び財源
      一般財源及び事業収入等により元
   利均等又は元金均等償還する。ただ
   し必要に応じ繰上償還，償還期限の
   短縮又は低利債に借換えすることが
   できる。
 
 ３   財務省，地方公共団体金融機構
    その他より借り入れる場合において
　　前各号の償還の方法が借入先の融通
　　条件に抵触するときは，その融通条件
　　によることができる。

土 木 施 設 災 害 復 旧 事 業 10,000 同上 同上 同上

農林水産施設災害復旧事業 100,000 同上 同上 同上
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起債の方法 利率 償    還    の    方    法 起債の方法 利率 償還の方法

千円 千円

高齢者福祉施設整備事業

同　　上

同　　上 同　　上

道 路 建 設 等 事 業 570,000 同　　上 同　　上 同　　上 750,000 同　　上 同　　上

同　　上 同　　上 同　　上

農林水産基盤整備事業 270,000 同　　上 同　　上 同　　上 390,000 同　　上

20,000 30,000

児童福祉施設整備事業 200,000 同　　上 同　　上 同　　上 240,000

 
 １   借入先
      財務省，地方公共
   団体金融機構その他

 ２   借入方法
      普通貸借又は証券
   発行の方法による。

 ３   借入時期
      令和８年度。ただ
    し工事又は財政の都
    合により起債額の全
    部若しくは一部を翌
    年度に繰り越し借入
　　れすることができる。

年５％
       以内

（ただし，利
率見直し方
式で借り入
れる政府資
金及び地方
公共団体金
融機構資金
等につい
て，利率の
見直しを
行った後に
おいては，
当該見直し
後の利率。）

 
 1   償還期限
      ３０年以内（内据置
    ５年以内）
　
 ２   償還額及び財源
      一般財源及び事業
   収入等により元利均等
   又は元金均等償還する。
　 ただし必要に応じ繰上
   償還，償還期限の短縮
   又は低利債に借換えす
   ることができる。

 ３   財務省，地方公共団
   体金融機構その他より
   借り入れる場合において
   前各号の償還の方法が
   借入先の融通条件に抵
   触するときは，その融通
   条件によることができる。

補正前
と同じ

補正前
と同じ

補正前
と同じ

２  変 更

起  債  の  目  的
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

限     度     額 限     度     額
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議案第９７号   

令和８年９月４日提出   

松山市長 野 志 克 仁   

 

松山市保育所及び小規模保育事業所条例の一部改正について 

松山市保育所及び小規模保育事業所条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

記 

松山市保育所及び小規模保育事業所条例の一部を改正する条例 

松山市保育所及び小規模保育事業所条例（昭和３９年条例第１１号）の一部を次のよう

に改正する。 

第４条第１項の表浮穴保育園の項を削る。 

付 則 

この条例は，令和９年４月１日から施行する。 

 

（提案理由） 

浮穴保育園の公私連携型保育所への移行に伴い，所要の規定の整備を図るため，本案を

提出する。 
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議案第９８号   

令和８年９月４日提出   

松山市長 野 志 克 仁   

 

愛媛地方税滞納整理機構の共同処理する事務の変更及び規約の変更について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により，愛媛地方税滞

納整理機構の共同処理する事務に国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）の規定に

基づき保険者が賦課徴収する国民健康保険料に係る滞納事案のうち，関係市町の長から機

構が引き受けた事案に係る滞納処分及びこれに関連する事務並びに滞納処分の停止又は不

納欠損処分をすることについての判定に係る事務に加え，同機構規約を次のとおり変更す

る。 

記 

愛媛地方税滞納整理機構規約の一部を改正する規約 

愛媛地方税滞納整理機構規約（平成１８年２月３日愛媛県指令１７市第１３７１号）の

一部を次のように改正する。 

第３条第１号中「並びに森林環境税」を「，森林環境税」に改め，「されている森林環

境税」の次に「並びに国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）の規定に基づき保険

者が賦課徴収する国民健康保険料」を加える。 

附 則 

 この規約は，愛媛県知事の許可のあった日から施行する。 

 

（提案理由） 

令和９年度から愛媛地方税滞納整理機構の共同処理する事務に国民健康保険法（昭和３

３年法律第１９２号）の規定に基づき保険者が賦課徴収する国民健康保険料の滞納処分等

を加え，愛媛地方税滞納整理機構の共同処理する事務を変更し，同機構規約を変更するこ

とについて関係団体と協議するため，地方自治法第２９０条の規定により，議会の議決を

求めるため，本案を提出する。 

 

（参 照） 

   地方自治法（抄） 
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 （組織，事務及び規約の変更） 

第２８６条 一部事務組合は，これを組織する地方公共団体の数を増減し若しくは共同処

理する事務を変更し，又は一部事務組合の規約を変更しようとするときは，関係地方公

共団体の協議によりこれを定め，都道府県の加入するものにあつては総務大臣，その他

のものにあつては都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし，第２８７条第

１項第１号，第４号又は第７号に掲げる事項のみに係る一部事務組合の規約を変更しよ

うとするときは，この限りでない。 

 （議会の議決を要する協議） 

第２９０条 第２８４条第２項，第２８６条及び前２条の協議については，関係地方公共

団体の議会の議決を経なければならない。 
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議案第９９号   

令和８年９月４日提出   

松山市長 野 志 克 仁   

 

愛媛県後期高齢者医療広域連合規約の変更について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項の規定により，愛媛県後

期高齢者医療広域連合規約を次のとおり変更する。 

記 

愛媛県後期高齢者医療広域連合規約の一部を改正する規約 

 愛媛県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年２月１９日愛媛県指令１８市第１２８

３号）の一部を次のように改正する。 

 第７条第１項中「２６人」を「２５人」に改める。 

   附 則 

 この規約は，愛媛県知事の許可のあった日から施行する。 

 

（提案理由） 

愛媛県後期高齢者医療広域連合の構成市町の人口の変動に伴い，算定基準に基づく広域

連合議会の議員定数の見直しを行う必要が生じたため，規約の一部を変更する必要がある

ため，地方自治法第２９１条の１１の規定により，議会の議決を求めるため，本案を提出

する。 

 

（参 照） 

   地方自治法（抄） 

（組織，事務及び規約の変更） 

第２９１条の３ 広域連合は，これを組織する地方公共団体の数を増減し若しくは処理す

る事務を変更し，又は広域連合の規約を変更しようとするときは，関係地方公共団体の

協議によりこれを定め，都道府県の加入するものにあつては総務大臣，その他のものに

あつては都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし，次条第１項第６号若し

くは第９号に掲げる事項又は前条第１項若しくは第２項の規定により広域連合が新たに

事務を処理することとされた場合(変更された場合を含む。)における当該事務のみに係
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る広域連合の規約を変更しようとするときは，この限りでない。 

（議会の議決を要する協議） 

第２９１条の１１ 第２８４条第３項，第２９１条の３第１項及び第３項，前条第１項並

びに第２９１条の１３において準用する第２８９条の協議については，関係地方公共団

体の議会の議決を経なければならない。 
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                               議案第１００号   

                       令和８年９月４日提出   

                          松山市長 野 志 克 仁   

 

   業務委託契約の締結について 

（公共施設照明ＬＥＤ化業務委託契約） 

次のとおり業務委託契約を締結する。 

記 

１．業 務 名  公共施設照明ＬＥＤ化業務委託 

２．業 務 場 所  別紙のとおり 

３．業 務 内 容  公共施設照明ＬＥＤ化の調査，設計，施工 

４．契約の相手方  代表者 香川県高松市今里町二丁目１１番６号 

              岩崎電気株式会社 四国営業所 

              所長 真木 聡 

          構成員 松山市天山三丁目５番１８号 

              株式会社ＩＴＯプロジェクト 

              代表取締役 伊藤 幸紀 

          構成員 松山市畑寺四丁目１２番２０号 

              松山電設工業株式会社 

              代表取締役 村上 誠 

構成員 松山市下伊台町１２３８番地２ 

              山電工業株式会社 

              代表取締役 宮崎 洋行 

５．契 約 金 額  ２３億７，０００万９，６００円 

          上記金額に，物価変動又は消費税率変更による増減額を加算した額 

６．契 約 方 法  公募型プロポーザル方式による随意契約 

７．事 業 期 間  契約締結の日から令和１２年３月３１日まで 

 

 （提案理由） 

 本件は，予定価格１億８，０００万円以上の工事の請負を含む契約であるから，条例の
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定めるところにより業務委託契約の締結について議会の議決を求めるため，本案を提出す

る。 

 

 （参 照） 

   議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（抄） 

 （議会の議決に付すべき契約） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第９６条第１項第５

号の規定により議会の議決に付さなければならない契約は，予定価格１億８，０００万

円以上の工事又は製造の請負とする。 
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【別紙】

公共施設照明ＬＥＤ化業務委託【対象施設一覧表】

118施設 352,891.25㎡

施設
番号

施設所管課 施設名称 所在地 地区 延床面積（㎡）

1 文化・ことば課 松山市北条ふるさと館 河野別府９９５番地 河野 2,766.83

2 スポーティングシティ推進課 北条スポーツセンター 大浦86番地1 難波 3,934.89

3 スポーティングシティ推進課 松山市野外活動センター 菅沢町乙２８０番地 五明 8,588.06

4 スポーティングシティ推進課 松山中央公園野球場 市坪西町６２５番地１ 余土 29,970.61

5 スポーティングシティ推進課 松山中央公園サブ野球場 市坪西町６２５番地１ 余土 2,437.61

6 スポーティングシティ推進課 松山中央公園屋内運動場 市坪西町６２５番地１ 余土 2,494.30

7 スポーティングシティ推進課 松山中央公園プール 市坪西町６２５番地１ 余土 7,999.50

8 スポーティングシティ推進課 北条体育館 北条辻󠄀１１７０番地６ 北条 902.00

9 長寿福祉課 松山市鷹子老人福祉センター 鷹子町７４０番地 久米 1,825.98

10 障がい福祉課 松山市畑寺福祉センター 畑寺四丁目８番５号 桑原 3,028.10

11 こどもえがお課 松山市南部児童センター 古川北三丁目８番２０号 石井 1,231.56

12 すくすく支援課 松山市保健センター南部分室 古川北三丁目８番２０号 石井 1,183.51

13 生活衛生課 松山市北条斎場貴船苑 安岡乙１１番地２ 粟井 1,240.00

14 生活衛生課 松山市中島斎場 中島大浦２５番地１ 中島 887.78

15 清掃施設課 松山市横谷埋立センター 食場町乙６番地１ 湯山 2,035.21

16 清掃施設課 松山市大西谷埋立センター 大西谷乙１２９番地 粟井 417.35

17 企業立地・産業創出課 風早の郷　風和里 大浦１１９番地 難波 925.57

18 農林水産振興課 松山市粟井農村環境改善センター 久保88番地 粟井 1,002.00

19 農林水産振興課 松山市難波地域活性化センター 中通甲777番地3 難波 510.81

20 農林水産振興課 松山市農業指導センター 北梅本町甲１３１４番地 小野 3,563.79

21 消防局総務課 松山市中央消防署 本町六丁目６番地１ 清水 3,680.60

22 消防局総務課 松山市東消防署 道後湯之町１８番４号 道後 2,124.40

23 消防局総務課 松山市中央消防署城北支署 馬木町2227番地 和気 995.46

24 消防局総務課 松山市南消防署 北土居三丁目３番26号 石井 2,372.75

25 消防局総務課 松山市西消防署 三津三丁目４番２３号 三津浜 3,709.92

26 消防局総務課 松山市東消防署城東支署 河原町７番地１９ 八坂 999.95

27 消防局総務課 松山市中央消防署北条支署 北条辻󠄀１１７０番地６ 北条 782.99

28 消防局総務課 松山市西消防署西部支署 富久町２７７番地 生石 893.89

29 消防局総務課 松山市南消防署久谷救急出張所 東方町甲９５２番地１ 荏原 402.04

30 消防局総務課 松山市東消防署湯山救急出張所 末町甲６番地１ 湯山 390.23

31 学習施設課 松山市立潮見小学校 吉藤四丁目7番13号 潮見 6,804.00

32 学習施設課 松山市立荏原小学校 東方町甲1245番地 荏原 2,430.00

33 学習施設課 松山市立新玉小学校 千舟町八丁目89番地 新玉 2,568.36

34 学習施設課 松山市立味酒小学校 宮西二丁目2番21号 味酒 6,674.00

35 学習施設課 松山市立石井北小学校 和泉南一丁目3番32号 石井 10,601.00

36 学習施設課 松山市立素鵞小学校 小坂一丁目4番48号 素鵞 1,541.00

37 学習施設課 松山市立石井東小学校 越智一丁目3番35号 石井 4,969.00

38 学習施設課 松山市立勝山中学校 清水町三丁目１４８番地２ 清水 8,932.00

39 学習施設課 松山市立鴨川中学校 鴨川二丁目７番１９号 潮見 6,628.00

40 学習施設課 松山市立南第二中学校 森松町９４３番地 浮穴 3,333.00

41 学習施設課 松山市立清水小学校 清水町三丁目15番地 清水 4,346.00

42 学習施設課 松山市立小野中学校 平井町3690番地 小野 4,204.00

43 学習施設課 松山市立道後中学校 上市一丁目3番57号 道後 1,830.00

44 学習施設課 松山市立三津浜中学校 若葉町8番48号 三津浜 1,152.00

45 学習施設課 松山市立双葉小学校 土居田町１２３番地３ 雄郡 1,481.00

46 学習施設課 松山市立小野小学校 平井町３６７３番地 小野 2,473.00

47 学習施設課 松山市立たちばな小学校 針田町２０９番地の１ 雄郡 801.00

48 学習施設課 松山市立窪田小学校 久米窪田町３０７番地 久米 11,502.00

49 学習施設課 松山市立さくら小学校 余戸中四丁目１１番１号 余土 10,910.00

50 学習施設課 松山市立味生小学校 別府町１６６番地の４ 味生 5,770.00
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51 学習施設課 松山市立伊台小学校 下伊台町１４３８番地１ 伊台 675.00

52 学習施設課 松山市立久枝小学校 安城寺町５８６番地の１ 久枝 1,032.00

53 学習施設課 松山市立久米中学校 来住町６８９番地 久米 1,390.00

54 学習施設課 松山市立南中学校 東石井七丁目2番52号 石井 8,963.00

55 学習施設課 松山市立興居島中学校 泊町甲４２５番地の３ 興居島 1,448.00

56 学習施設課 松山市立浅海小学校 浅海本谷甲７２８番地 浅海 2,995.00

57 学習施設課 松山市立五明小学校 菅沢町乙４５番地の４ 五明 543.00

58 学習施設課 松山市立立岩小学校 猿川原甲４9番地 立岩 2,886.00

59 学習施設課 松山市立興居島小学校 泊町甲４２５番地の３ 興居島 504.00

60 学習施設課 松山市五明幼稚園 菅沢町乙45番地の4 五明 241.00

61 学習施設課 松山市立浮穴小学校 森松町８３２番地 浮穴 3,131.00

62 学習施設課 松山市立内宮中学校 内宮町５６９番地の１ 堀江 5,645.00

63 学習施設課 松山市立拓南中学校 枝松五丁目４番３９号 素鵞 7,853.00

64 学習施設課 松山市立椿中学校 市坪南一丁目１番２０号 余土 1,313.00

65 学習施設課 松山市立番町小学校 二番町四丁目６番地１ 番町 2,731.00

66 学習施設課 松山市立椿小学校 和泉南六丁目1番47号 石井 1,080.00

67 学習施設課 松山市立姫山小学校 山越三丁目８００番地 清水 2,595.00

68 学習施設課 松山市立久米小学校 鷹子町１５番地１ 久米 1,467.00

69 学習施設課 松山市立石井小学校 東石井六丁目8番52号 石井 8,011.00

70 学習施設課 松山市立雄郡小学校 土橋町１番地 雄郡 3,708.00

71 学習施設課 松山市立粟井小学校 常竹甲１００番地 粟井 4,752.00

72 学習施設課 松山市立北条南中学校 河野別府１２番地 河野 6,287.00

73 学習施設課 松山市立北条北中学校 北条辻󠄀３６５番地 北条 8,385.00

74 学習施設課 松山市立城西中学校 竹原三丁目１９番３５号 雄郡 2,056.00

75 学習施設課 松山市立堀江小学校 福角町甲１４０９番地の２ 堀江 4,385.00

76 学習施設課 松山市立三津浜小学校 梅田町2番42号 三津浜 3,862.00

77 学習施設課 松山市立桑原小学校 桑原三丁目７番２７号 桑原 1,759.00

78 学習施設課 松山市立宮前小学校 祓川一丁目３番３９号 宮前 4,402.00

79 学習施設課 松山市立余土小学校 余戸東一丁目１４番１７号 余土 3,132.00

80 学習施設課 松山市立垣生小学校 西垣生町７３０番地の１ 垣生 1,553.00

81 学習施設課 松山市立高浜小学校 梅津寺町１３５２番地の2 高浜 1,093.00

82 学習施設課 松山市立中島小学校 長師564番地 中島 3,103.00

83 学習施設課 松山市立中島中学校 長師８１７番地 中島 5,210.00

84 学習施設課 松山市立正岡小学校 八反地甲１６０番地 正岡 1,782.00

85 学習施設課 松山市立北条小学校 北条辻󠄀６４番地 北条 7,077.00

86 学習施設課 松山市立河野小学校 宮内甲９番地１ 河野 4,973.00

87 学習施設課 松山市立坂本小学校 久谷町３０番地 坂本 2,519.00

88 学習施設課 松山市立日浦中学校 河中町１８８番地の１ 日浦 1,213.00

89 学習施設課 松山市立久谷中学校 浄瑠璃町９４０番地 坂本 7,482.00

90 学習施設課 和気公民館 太山寺町1226番地1 和気 959.00

91 学習施設課 中央・新玉公民館 千舟町八丁目69番地4 新玉 1,614.00

92 学習施設課 潮見公民館 吉藤四丁目3番16号 潮見 904.00

93 学習施設課 小野公民館 北梅本町７５９番地 小野 983.07

94 学習施設課 宮前公民館 古三津一丁目２６番４８号 宮前 495.18

95 学習施設課 泊公民館 泊町618番地1及び８１８番地 興居島 1,029.08

96 学習施設課 由良公民館 由良町873番地1及び１０４８番地の２ 興居島 718.18

97 学習施設課 浅海公民館 浅海原甲６０３番地１ 浅海 662.92

98 学習施設課 余土公民館 余戸東四丁目４番３４号 余土 800.00

99 学習施設課 雄郡公民館 小栗三丁目５番２４号 雄郡 689.01

100 学習施設課 桑原公民館 桑原二丁目６番３５号 桑原 568.93

101 学習施設課 河野公民館 河野別府１８２番地１ 河野 550.05

102 学習施設課 伊台公民館 下伊台町１４７４番地１ 伊台 727.77

103 学習施設課 清水公民館 清水町三丁目１７０番地４ 清水 941.75

104 学習施設課 荏原公民館 東方町甲９５５番地 荏原 828.87

105 学習施設課 五明公民館 菅沢町甲247番地1 五明 676.44

106 学習施設課 松山市北条コミュニティセンター 北条辻󠄀６番地 北条 1,378.19
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107 学習施設課 坂本公民館 久谷町７０番地 坂本 553.83

108 学習施設課 石井公民館 居相一丁目8番26号 石井 971.79

109 学習施設課 高浜公民館 梅津寺町1335番地4 高浜 601.65

110 学習施設課 久枝公民館 西長戸町299番地 久枝 371.16

111 学習施設課 立岩公民館 猿川甲747番地 立岩 495.00

112 保健体育課 松山市味生学校給食共同調理場 空港通三丁目６番１７号 味生 906.34

113 保健体育課
松山市久枝学校給食共同調理場
松山市城北学校給食共同調理場

西長戸町６３６番地１ 久枝 2,652.78

114 保健体育課 松山市日浦学校給食共同調理場 河中町７９番地の２ 日浦 90.00

115 保健体育課 松山市中島学校給食共同調理場 小浜甲１２０６番地 中島 352.00

116 保健体育課 松山市松山南学校給食共同調理場 井門町１０８４番地１ 浮穴 3,291.15

117 保健体育課 松山市北条学校給食共同調理場 下難波甲１２５番地１ 難波 2,127.03

118 保健体育課 松山市湯山学校給食共同調理場 溝辺町甲４９９番２ 湯山 469.03
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議案第１０１号 

令和８年９月４日提出 

松山市長 野 志 克 仁 

 

   工事請負契約の締結について  

   （つばき保育園新築主体その他工事） 

 次のとおり工事請負契約を締結する。  

記 

１．工 事 名     つばき保育園新築主体その他工事  

２．施工場所 松山市古川北二丁目１８番３０号 

３．内 容     保育園舎 鉄骨造２階建て  

       延べ面積：１，１４８．８１㎡ 

       建築面積：６６０．３３㎡  

       新築主体工事 １式 

       外構工事   １式 

４．請 負 人     松山市井門町１５０８番地２        

山本建設株式会社 

代表取締役 山本 太平 

５．請負金額 ４億３，５４０万２，０００円 

６．契約方法 一般競争入札 

 

 （提案理由）  

 本件は，予定価格１億８，０００万円以上の工事の請負契約であるから，条例の定める

ところにより請負契約の締結について議会の議決を求めるため，本案を提出する。  

  

（参 照） 

   議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（抄）  

 （議会の議決に付すべき契約）  

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第９６条第１項第５

号の規定により議会の議決に付さなければならない契約は，予定価格１億８，０００万
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円以上の工事又は製造の請負とする。  
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議案第１０２号   

令和８年９月４日提出   

松山市長 野 志 克 仁   

 

   市道上での事故の損害賠償額を和解により定めることについて 

市道上での事故の損害賠償額を次のとおり和解により定める。 

記 

１．当事者 

松山市 

相手方 松山市南高井町１８４２番地２ 

       株式会社テクノ重機 

       代表取締役 笠崎 修 

２．事故の概要 

  令和７年１２月１０日午前７時４０分頃，松山市佐古甲４５番地３地先の市道佐古本

線上において，道路の陥没により，相手方に損害（物損）を与えたものである。 

３．和解の内容 

  市から相手方に損害賠償金として１，３５８，３７７円を支払い，今後この事件に関

していかなる事情が生じても，双方決して異議を申し立てない。 

 

 （提案理由） 

 市道上での事故について，和解により損害賠償額を定めるため，本案を提出する。 

 

 （参 照） 

   地方自治法（抄） 

 （議決事件） 

第９６条 普通地方公共団体の議会は，次に掲げる事件を議決しなければならない。 

(12) 普通地方公共団体がその当事者である審査請求その他の不服申立て，訴えの提起，

和解，あつせん，調停及び仲裁に関すること。 

 (13) 法律上その義務に属する損害賠償の額を定めること。 
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                              議案第１０３号   

                         令和８年９月４日提出   

                        松山市長 野 志 克 仁   

 

   旧慣による市有財産の使用廃止について  

旧来の慣行により使用している市有財産について，その旧慣を次のとおり廃止する。  

                   記 

廃止する財産の所在地，地目及び地積  

所 在 地 地 目 地 積 

松山市祝谷東町６１０番 溜池 ２，１３２平方メートル 

松山市河野別府１１５番 溜池 
１３，９５９平方メートルのうち  

１７１．７０平方メートル  

 

（提案理由）  

 祝谷東町の溜池は，現在受益者もなく，今後も溜池として利用する見込みがないため，

また，河野別府の溜池の一部は，市道河野五明線道路整備事業に伴う道路用地に供する

ため，地方自治法第２３８条の６の規定に基づき旧慣使用権を廃止するため，本案を提出

する。 

 

（参 照） 

   地方自治法（抄） 

（旧慣による公有財産の使用）  

第２３８条の６ 旧来の慣行により市町村の住民中特に公有財産を使用する権利を有する

者があるときは，その旧慣による。その旧慣を変更し，又は廃止しようとするときは，

市町村の議会の議決を経なければならない。  
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 議案第１０４号 

令和８年９月４日提出 

松山市長 野 志 克 仁 

 

市道路線の認定について 

１．次の路線を市道に認定する。 

図面 

番号 
路  線  名 起  点 終  点 重要な経過地 

１ 市道 素鵞 １８８号線 小坂四丁目 小坂四丁目  

２ 市道 素鵞 １８９号線 中村二丁目 中村二丁目  

３ 市道  味生 ３１９号線 清住二丁目 清住二丁目  

４ 市道 味生 ３２０号線 单斎院町 单斎院町  

５ 市道  久枝 ２７０号線 東長戸二丁目 東長戸二丁目  

６ 市道 久枝 ２７１号線 東長戸二丁目 東長戸二丁目  

７ 市道 久枝 ２７２号線 東長戸二丁目 東長戸二丁目  

８ 市道 潮見 １４８号線 谷町 谷町  

９ 市道 余土 ２７２号線 余戸单三丁目 余戸单三丁目  

１０ 市道 浮穴 １１７号線 森松町 森松町  

１１ 市道 味酒 １４６号線 辻町 辻町  

１２ 市道 味生 ３２１号線 山西町 山西町  

１３ 市道 余土 ２７３号線 余戸東一丁目 余戸東一丁目  

１４ 市道 小野 ２４９号線 水泥町 水泥町  

１５ 市道 小野 ２５０号線 水泥町 水泥町  

１６ 市道 北条  ３１号線 北条� 北条�  

 

（提案理由） 

図面番号１～１０は都市計画法第２９条の規定による開発行為の許可に基づき建設され

た道路で，同法第３９条の規定に伴い市道認定するもので，図面番号１１～１６は一般交
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通の用に供されている道路で地元からの申請に基づき市道認定するため，道路法第８条第

２項の規定により，本案を提出する。 

 

（参 照） 

   都市計画法（抄） 

 （開発行為の許可） 

第２９条 都市計画区域又は準都市計画区域内において開発行為をしようとする者は，あ

らかじめ，国土交通省令で定めるところにより，都道府県知事(地方自治法(昭和２２年

法律第６７号)第２５２条の１９第１項の指定都市又は同法第２５２条の２２第１項の

中核市(以下「指定都市等」という。)の区域内にあつては，当該指定都市等の長。以下

この節において同じ。)の許可を受けなければならない。ただし，次に掲げる開発行為に

ついては，この限りでない。 

（開発行為等により設置された公共施設の管理） 

第３９条 開発許可を受けた開発行為又は開発行為に関する工事により公共施設が設置さ

れたときは，その公共施設は，第３６条第３項の公告の日の翌日において，その公共施

設の存する市町村の管理に属するものとする。ただし，他の法律に基づく管理者が別に

あるとき，又は第３２条第２項の協議により管理者について別段の定めをしたときは，

それらの者の管理に属するものとする。 

 

   道路法（抄） 

（市町村道の意義及びその路線の認定） 

第８条 第３条第４号の市町村道とは，市町村の区域内に存する道路で，市町村長がその

路線を認定したものをいう。 

２ 市町村長が前項の規定により路線を認定しようとする場合においては，あらかじめ当

該市町村の議会の議決を経なければならない。 
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図面 延長

番号 幅員 ｍ ｍ

市 道 松山市 小坂四丁目 松山市 小坂四丁目 5.3

素鵞１８８ 号線 ～ 9.4

市 道 松山市 中村二丁目 松山市 中村二丁目 5.3

素鵞１８９ 号線 ～ 9.9

市 道 松山市 清住二丁目 松山市 清住二丁目 5.3

味生３１９ 号線 ～ 10.6

市 道 松山市 南斎院町 松山市 南斎院町 5.3

味生３２０ 号線 ～ 9.7

市 道 松山市 東長戸二丁目 松山市 東長戸二丁目 4.3

久枝２７０ 号線 ～ 6.7

市 道 松山市 東長戸二丁目 松山市 東長戸二丁目 4.3

久枝２７１ 号線 ～ 9.9

市 道 松山市 東長戸二丁目 松山市 東長戸二丁目 4.3

久枝２７２ 号線 ～ 8.1

市 道 松山市 谷町 松山市 谷町 5.3

潮見１４８ 号線 ～ 9.7

市 道 松山市 余戸南三丁目 松山市 余戸南三丁目 4.3

余土２７２ 号線 ～ 8.7

市 道 松山市 森松町 松山市 森松町 5.3

浮穴１１７ 号線 ～ 9.7

市 道 松山市 辻町 松山市 辻町 4.3

味酒１４６ 号線 ～ 8.7

市 道 松山市 山西町 松山市 山西町 4.4

味生３２１ 号線 ～ 9.4

市 道 松山市 余戸東一丁目 松山市 余戸東一丁目 4.3

余土２７３ 号線 ～ 8.7

市 道 松山市 水泥町 松山市 水泥町 4.3

小野２４９ 号線 ～ 8.7

市 道 松山市 水泥町 松山市 水泥町 4.3

小野２５０ 号線 ～ 8.9

市 道 松山市 北条� 松山市 北条� 4.3

北 条 ３ １ 号 線 ～ 8.7

3 37.4

1097番7地先 1097番18地先

起 点 終 点路 線 名

１ 18.7

394番1地先 394番5地先

敷地の

2 70.5

125番1地先 117番12地先

4 71.3

1319番1地先 1319番11地先

5 92.3

369番9地先 381番16地先

6 45.8

364番9地先 364番14地先

7 56.8

381番10地先 364番14地先

8 95.9

甲74番3地先 甲74番11地先

9 28.8

1130番2地先 1130番12地先

10 58.6

1047番3地先 1020番13地先

12 63.8

768番5地先 768番9地先

11 31.3

220番9地先220番8地先

13 35.1

361番2地先 361番8地先

14 39.4

1022番2地先 1022番5地先

15 21.5

1049番6地先 1049番5地先

16 15.2

407番1地先 407番7地先
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